
 



産業連関分析の有効性をめぐる諸見解の検討
－評価基準にかかわって

芳賀寛

Ｉはじめに－連関論をめぐる経過にふれつつ

１）

「アメリカ経済の構造．１９１９～１９３９」（１９５１年）の著者，Ｗ・レオンチェフは，１９１９

年と29年のアメリカの産業連関表を1931年から作りはじめ，３６年にその最初の成果を発

表した。この表はまずアメリカにおいて，軍需生産の終結に伴う雇用の調整という課題に

直面していた労働統計局の目にとまり，それが契機となって，レオンチェフを中心とした

共同作業による39年表が，４４年に公表されることになった。つづいて，第二次世界大戦後，

大統領庁予算局統計基準部を中心として，４７年表が作成された。その後，５３年５月に表作成

の共同作業が中止されるという事態があったものの，アメリカでの連関表の作成と利用は戦

後急速に拡大して来ている。このように，連関論は，当初アメリカで政府を中心として利用

されたのだが，戦後はカナダ，イギリス，ノルウェー，デンマーク，オランダ，イタリー，

フランス，西ドイツ等でも普及し，さらに現在では，欧米以外の資本主義諸国においても広
２）

<利ノガされることとなっている。

ところで日本の場合，通産省と経済企画庁がそれぞれ独自に作成し，昭和30年に公表した

昭和26年表が連関表の最初のものである。表はその後，昭和30年表，３５年表，４０年表，４５年
３）

表，５０年表として５年間隔で各省庁の共同作業Iとよって作成されて今日に至っている。また

Ｉ）Ｗ、Leontief，“ＴｈｅＳＷｗｃ〃γＧｄ／Ａ腕e7jcα〃ECO"0ｍｙ，１９１９～1939,Ａ〃ＥｍＰｊ７ｊｃａノ

App/jca〃”ｑ／EgzUj/jbγj…Ａ"｡/ysjs”２ｎｄｅｄ.，１９５１．邦訳，山田勇･家本秀太郎，「ア

メリカ経済の構造一産業連関分析の理論と実際一」，東洋経済新報社，１９５９．

２）以上に述べた歴史的経過については次を参照。内田忠夫，「主要国における投入産出分析の経験１，

「経済学説全集第14巻｣，河出書房，1955．長屋政勝，「産業連関論｣，「講座現代経済学批判Ⅲ」，

日本評論社，1974コ宮沢健一編，『産業連関分析入門｣，日本経済新聞社，1979,28ページ。

アメリカでの連関論利用の経過，特に53年５月の作表中|この原因については，山旧耕之介，「投入

産出表の歴史的背景について｣，「金融経済」５２号，1958,を参照。

3）日本での作表の経過，作表組織については，「昭和50年産業連関表一総合解説編一｣，行政管

理庁，１９７９，第２章を参照ｍなお50年表は，行政管flu庁，経済企画庁経済研究所，大蔵省，文部

省，厚生省，農林水産省，通商産業省，運輸省，郵政省，労働省，建設省の11省庁の共同作業によ

って作成されている。

－４３－



４）

同時Ｉと，「運賃表｣，「商業マージン表」，「雇用表｣，「輸入表」などの付帯表，さらに時
５）

系ﾀﾞﾘ比較のための「接続連関表」も作成されている。そして，１９６８年の国連による新ＳＮＡ

発表ののち，日本では，1978年の新ＳＮＡへの移行をはさんで，国民所得勘定，資金循環

表，国際収支表，国民貸借対照表と連関表との統合をはかるために，昭和45年表以降，連関

表の概念，部門分類に調整が加えられて来ている。一方，産業連関分析は，「中期経済計画」
６）

以降の「計画」策定のために利用されている。この場合，最終需要の項目月Ｉ総額がマクロ・

モデルによって推定され，これを基にして部門別生産額が連関分析モデルによって算定され
れ

るという形で，両モデルが連結されている。このよう|こ，日本での連関論の利用は，政府を

中心として戦後急速に普及し，隆盛を示している。

だが他方で，日本のマルクス経済学の側からの連関論についての批判的検討は，1958年
８）９）

の山田喜志夫氏の論稿を「導きの糸」として四半世ﾎﾞ己近くIとわたって行なわれて来ている。
●

それを筆者なりに整理すると次のようになる。（i)連関表に用いられている経済学上の概念の
●●

混同，歪曲についての指摘，及び統計表としての正確性に関する検討,(i)連関分析の手法自

体に内在する問題点の指摘,(iii)これとの関わりで，資本主義圏の「経済計画｣，政策策定に

おける連関論の利用実態の吟味と批判，liv)①連関論の理論的基礎についての学説史的解明，

４）付帯表は，前注「昭和50年産業連関表一総合解説編一」（以下「50年連関表」と略記する。）

の第６章に掲載されている。

5）例えば「昭和40-45-50年接続産業連関表一総合解説編一』，行政管理庁，1980。「40-45

-50接続表」は，４０年表，４５年表の概念・定義，推計方法等を50年表のそれに合わせ，また50年

の価格によって評価替えして作成されている。

６）新ＳＮＡと連関表との関係については，次を参照。『新しい国民経済計算の展開一国民経済計

算調査会議報告－－」，経済企画庁経済研究所，1978。『新国民経済計算の体系－国際連合の新

しい国際基準一」，経済企画庁経済研究所国民所得部，1974。「50年連関表」第３章第10節。

なお，日本の新ＳＮＡで連関表に関わる統計表としては，Ｖ表（産業ｘ商品表）とＵ表（商品

×産業表）がある。

７）「計量委員会第１次報告一経済社会発展計画の計量経済モデルに関する報告一」，経済審議

会計量委員会編，1967。「講座日本経済２，日本の経済政策と経済計画」，日本評論社，l965U

「50年連関表｣，２５５ページ。

「中期経済計画」を，そこで用いられた計量経済モデルとの関わりにおいて批判的に検討した

ものとしては，ＫＯＮＯＳＵＫＥＹＡＭＡＤＡ，”ＥＣＯ，ｍｍｊＣＰ/α〃〃j"ｇｊ〃〃〃〃ｃγjrjcα/か

ｅ、加j〃ｅｄ''，，(KeioEconomicStudies''，Vol、３，１９６５．

８）山田喜志夫，「産業連関論の検討｣，「統計学」第７号，1958.後に，山田「再生産と国民所

得の理論」，評論社，1968,に収録。

９）連関論批判についてのサーヴェイとしては，次の論稿を参照。光谷一二三，「産業連関表」。

長屋政勝，「産業連関論批判の回顧と展望」。いずれも，「社会科学としての統計学」，産業統計

研究社，1976,に所収。
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、連関論の成立から普及に至る歴史的経過・背景についての研究，（v)また，連関論の直接的
10）

な批判的検討ではないが，比較検討のためlこ，社会主義圏のバランス論の研究,(Ⅶ)再生産表

式を基礎としての連関表の組替えと，その利用による再生産構造の分析。

連関論についてのこれら批判的検討は，マルクス経済学の側からの近代経済学の数理形式

主義批判一近代経済学の各手法の方法論上の問題点を検討することに基づいて，その資本

弁護論的性格を批判し，さらに政府，資本の側による各手法の利用実態を明らかにし，それ
’1）

を批半|Iするという形で進められて来ている－の一環をなしてなしている。

ところで，日本を含む資本主義圏における政府サイドを中心としての連関論利用，及びこ

れに対する批判の潮流とは別の動きが，最近みられる。

すなわち，1970年代の後半に入ってから，日本経済の「民主的計画化」のために，数理
１２）

的手法を，そのひとつとして産業連関分析を積極的lこ下Ｉ用すべきとする動きである。こうし
１３）

た動向uの中で生まれた研究のひとつに，宮本憲一氏等の論稿がある。これは，政府サイドカヨ

景気回復策として主張する大型産業基盤投資による公共事業政策を,「生活環境整備･防災型」

の公共事業政策への転換が必要であることを提起しつつ，批判している。注目されるのはそ

こで，大阪大都市圏を事例として連関分析を利用し，「生活環境整備・防災型」の公共事業

政策が地元の産業と雇用に有効'性をもつことを強調していることである。

連関論についてのこれまでの批判的検討は，主として政府，資本サイドでの連関論の利用

を批判するという方向で進められてきた。

10）木原正雄編，「再生産と国民経済バランス」，有斐閣,1956・野村良樹，「社会主義経済の構造｣，

新評論，1975・横倉弘行，「経済学と数量的方法｣，青木書店，1978･飯田貫一，「経済バラン

ス論」，「現代社会主義講座｣第４巻,東洋経済新報社，1956．岡稔，宮鍋幟，高須賀義博，関恒

義，「社会主義諸国の産業連関バランス」，「経済研究」第14巻第３号，1963･野澤正徳,｢部門連

関バランスと社会的生産物｣，「経済論叢」第］００巻第４号，1967.同，「部門連関バランスの諸

形態と固定フオンド(1)．(2)．(3)｣，同誌第101巻第２号，４号，第102巻第３号，1968．同，「経済

計画化における部門連関バランスの意義と限界｣丁同誌第102巻第１号。岩崎俊夫，「ソ連邦部

門連関バランスの思想的系譜」，「統計学」第３１号，1976.

11）近代経済学の主要な分野のひとつである計量経済学に対する批判をサーヴェイしたものとして

は，吉田忠，「計量経済学批判上「社会科学としての統計学』。

12）代表的には，山田彌氏は，計量モデル分析の利用が「民主的計画化」にとって不可欠なことを

主張している。山田彌，「政策科学と計量経済モデルｎ口］，「立命館経済学」第29巻第３号，

１９８０；同誌第30巻第２号，1981.

13）宮本憲一，木下滋，土居英二，保母武彦，「公共事業投資はこれでよいのか｣「エコノミスト』

1979年１月３０日。なお，同論文での見解を補強するものとして次の論稿がある．木下滋，「地

域における公共投資の波及効果｣「岐阜経済大学論集」第14巻第３号，1980・土居英二，「公

共投資の二類型と波及効果の比較｣，「統計学」第40号，1981。
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ここで，これまでの批判的研究は上に述べたような最近の動きに対して，なお充分な説得

力を有しているかが問題になる。

そこで本稿は，これまでの批判的研究，とりわけ連関分析の有効性をめぐって展開されて

来た批判側における論議に焦点を合わせ，有効性の有無についての評価基準を反省すること

にした。このことは，「民主的計画化」のために連関分析を積極的に利用すべきとする最近
１４）

の動きを適切に評価する上で，さら}こより一般的に，経済研究に連関分析をｆ|｣用することの

有効性を吟味する際に不可欠だと考えられるからである。

本稿の構成と内容の概略は，以下の通りである。

Ｌでは予備的考察の意味をもって．まず連関表と連関分析のそれぞれの特徴について述べ，

これまでの批判的研究による表と分析に対する指摘を参考にして，筆者なりにそれぞれの限

界・問題点を示す。

次にⅢの(1)と(2)では，連関論の理論的基礎をめぐって批判側の見解が大きくは二つに分

かれており，この見解の相異が，連関分析の有効性を評価する際の相異の重要な根拠となっ

ていることを指摘する。(3)では，連関分析の有効性にかんする批判側の代表的論者の見解と

その論拠を検討する。そして，筆者なりに諸見解に存在する問題点を指摘し，さらに有効性

の有無を判断する基準の提示を試みる。

最後に(4)では，連関分析の有効性を判断する際に，前提として留意しておくべき経済学に

おける数学利用のあり方を,マルクス経済学の側での見解を検討することによって若干考察する。

１５）

Ⅱ連関表と連関分析－その概要と限界

（１）連関表

－国経済あるいは地域経済における生産物とサービスの産業諸部門間の取引について示す

二次元の統計表，端的にいえばこれが産業連関表である〔表－１］・

一国の経済循環をある特定の側面から示す加工統計として，現在の日本では国民所得勘定，

産業連関表，資金循環表，国際収支表，国民貸借対照表か作られており，これら五つの統計

は国民経済計算と総称されている。連関表は国民所得勘定と共に実物面の流れ（フロー）を

示すものとして．その一環をなしている。ここで，国民所得勘定が純生産物（連関表の最終

需要項目と粗付加価値項目に対応する）のみを対象とするのに対して，連関表は純生産額を

14）ただ予めことわっておけば，このような最近の動向に対して，筆者は全面的に賛同するもの

ではない。

15）連関表と連関分析の特徴については，次を参照。「５０年連関表」第３章及び第７章。
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対象としており，それ故国民所得勘定が捨象している費用の構成と，それに伴う産業間の中
１６）

間生産物の流れをも示してし､る。

連関表の表示形式上の特徴は，横行と縦列の組合せによるマトリクス表示という点にある。

表を横行に沿って読むと，各産業部門の生産物が中間需要欄の産業部門及び最終需要に対し

て，中間生産物や最終生産物としてどれだけ配分（販売）されたのかが，すなわち販路構成

がわかる。縦列に沿って読むと，各産業部門が当該の生産物を生産する際に，中間役人欄の

各産業からどれだけの生産物を購入したのかと，付加価値はどれだけかの構成，すなわち費

用構成がわかる。

そして，表の縦，横は次のようなバランス構造をとっている。まず横にみると，中間需要

項目の総額と最終需要項目の総額との和から輸入額と関税額とを控除したものが，各産業部

門の生産額となる。縦にみると，中間役人の総額と粗付加価値総額の和が各産業部門の支出

額となる｡この横の生産額と縦の支出額は，各産業部門毎にみても，産業部門全体としてみ

ても等しくなっている。また最終需要総額から輸入額と関税額を控除した額は，付加価値総

額と等しくなっている。

さらに，表の構成は大きくは次の二つの部分に分かれている。すなわちひとつは。中間需

要欄と中間投入欄とが交わるマス目部分で，これは各産業部門で産出された生産物とサービ

スの産業間の取引関係を示しており，内生部門と称されている。もうひとつは，最終需要欄

と粗付加価値欄のマス目部分で，これは外生部門と称されている。

なお，内生部門及び外生部門の各項目は，例えば〔表－１〕のようになっている。

内生部門の各項目は日本の場合，アクティビティベースによって分類されている。これに

よれば，仮に同一事業所で複数以上の生産活動が行なわれているとすれば，各々の生産活動

が異なる部門に分類されるのである。従ってアクティビティベースによる分類は，事業所や

企業を単位とする産業分類や，商品を単位とする商品分類とは異なるが，作表する上での基

礎統計資料は産業分類か商品分類によっており，現実には商品分類に近い分類となっている。

このアクティビティベースの部門分類は，(2)で述べる投入係数の安定を保持するために採用

されているのである□

ところで，連関表は表示形式・期間からみて幾種類かに分類できる。例えば，最終需要が

表の内部で計算される場合と，外部で汁算される場合とによる分類がある。この場合，前者

が閉鎖的（クローズド)，後者が開放的（オープン）と称されている。また，表が各部門の関

係を－期間について扱う場合（静学的）と，－期間と他の期間との動向を扱う場合(動学的）

とによる分類もある。現在の政府によって主として作成されているのは，静学的開放的連関

16）宮沢，前掲i陣，３０～31ページ。
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〔表－１〕昭和５０年産業連関表，生産者価格評価表（１３部門）

震
助
賃
料
宇
貸 |霊Ｉ

１３

)分類

,不明

’’

－４８－

中
間

投
入

祖
付
加
価
値

０１農林水産品

０２鉱産品

０３製造工業製品

０４連設

０５

０６

電気・ガス・
水道

商業・金融・
保険・不動産

０７不動産賃貸料

０８運輸・通信

０９公務

１０サ一ビス

１１事務用品

１２梱包

１３分類不明

13936

１

25225

211

333

5704

581

3493

０

5６

５０

211

713

６８小 計 50514

6９ 家計外消費
支出

７０雇用者所得

７１営業余剰

７２資本減耗引当

７３間接税

7４（控除)補助金

578

11481

56082

10960

3097

-2331

７５小 計 79868
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１７）、

表である．

さて，連関表の各項目が一国経済の再生産過程をどのように反映しているかを，Ｃ，Ｖ，

Ｍ範艤からみてみよう。横欄についてみるとまず，中間需要では，物的生産物とサービスが

混在して示される｡従って，生産的部門と不生産的部門との区別がない（ＣとＭＫの混在)。

最終需要の家計消費では，資本家と労働者の階級区分がない（ＶとＭＫの混在)・政府消費は

不生産的消費である（ＭＫ）。総資本形成では，更新と蓄積（Ｃの一部とＭｃの一部),不生産

的消費の一部（ＭＫの一部）が区別されず一括されている。在庫増には滞貨も含まれている

（ＭＫの一部)ｄ縦欄では中間需要の不生産的部門と交わる項目は，Ｍからの不生産的支出で

ある（例えば広告費）。ところが．この部分がＣの一部への支出と同一視されるために,｢利

潤の費用化」がなされている。減価償却はｃの一部を反映している。また，賃金のうちには

重役報酬すなわちＭの一部も含まれている。他はＭに大体対応している。

以上のように，マルクス経済学のＣ，Ｖ，Ｍ範鴫からみると，連関表の表示には明らかに

経済概念の混在と歪曲がある。その根本的理由は，再生産表式にみられるような価値と使用

価値の両視点からの再生産過程についての統一的な把握が連関表に欠如していることにある。

ただし混在と歪曲があるとはいえ，連関表は一応社会的総生産物とサービスの各部分を示し

ている。そのため，再生産過程についての具体的な分析のために，再生産表式に基づく連関
１９）

表の組替えｶｺﾞ試みられている。

ところで部門分類が先述のアクティビティベースによっており，内生部門の産業の範囲に

17）連関表の種類には，他に次のようなものがある。

け）輸入の扱い方のちがいから：競争輸入型，非競争輸入型，競争・非競争型。

（ｲ）価格評価のちがいから：③牛産者価格評価表と購入者価格評価表，⑤統一価格評価表と実

際価格評価表。

け）副産物・屑の扱い方のちがいから：一括方式，トランスファー方式，マイナス投入方式

（ストーン方式)，分離方式。

（工）地域連関表として：、地域内連関表と地域間連関表，⑥競争移入型表と非競争移入型表。

これらの詳細については，宮沢，同上書，５８～60ページ〔(ｱ)について〕、６０～66ページ〔(ｲ)に

ついて｣，６６～70ページ〔(ｳ)について]’第Ⅳ章〔(ｴ)について］を参照。

18）Ｃ，Ｖ,Ｍ範嶬による,連関表の表示内容についての検討は,山田喜志夫，前掲書,第９章を参照。

19）代表的には，山田喜志夫，同上書，第９章第２～３節；山田盛太郎，「戦後再生産構造の基礎

過程｣，「社会科学研究年報』３号，１９７２；井村喜代子・北原勇，「ｎ本資本主義の再生産構造分

析試論Ｉ．Ⅱ|，『三田学会雑誌」第57巻第12号，第58巻第７，９，１０号，第59巻第６，１０号，第

６０巻第５，７，８号，１９５７～６０。

なお山田喜志夫氏は，連関表には次のような表示形式上の限界があるとする。

（ｱ）連関表は，商品資本の循環に関して示す（歪曲してだが）ものだから，貨弊の運動である

国民所得の再分配を表示できない。
●●●●●

（ｲ）連関表は「当該年の生産物とサービスの経常な流れ反映するのみ（傍点引用者)」だから,固

定資本（労働手段）の再生産を反映するには限界がある。（山田,同上書，251～４ページ。）

－５０－



民間営利企業のみならず非営利的機関も含められているのは．連関表が再生産過程について

の本質的な解明を目的としているのでなく，連関分析を行なうための素材として役立つこと

を意図しているからである。この点は，横と縦のバランスを重視し，表の作成の際に，まず

各産業部門の総生産額が算定され，それから横行と縦列の各欄の数値を算定し，この横と縦

の数値の調整を何度もくり返した後に，最終的に横と縦をバランスさせることにもうかがい
２０）

うる゜

（２）連関分析

産業連関分析は連関表を出発点として行なわれる。静学的開放モデルによる分析の概要を

説明しよう〔表－２〕。

表－２

連関表では，国内の総生産物量は中間需要と最終需要の総計に等しくなっているから，こ

れを需給バランス式として表わすと，

ｘｉ，＋ｘｉ２＋……………＋ｘｉｎ＋ｙｉ＝Ｘｉ…･…………･……｡(1)

（ｉ＝１，２，………，、）

となる。ここで，中間需要項目の各投入量は，各産業部門の総牛産量に対して比例関係にあ

るとされる1各投入量を各部門の総生猷量で除した値（xij／Ｘｊ）が，投入係数（ａｉｊ）と

される．これは．列部門の各産業が当該の生産物をI単位生産する際に，行部門の各産業か

らどれだけの原材料を，どのような比率で購入するかを示す。

従って寸投入係数を(1)式に代入すると，

ａｉｌＸｌ＋ａｊ２Ｘ２＋……………＋ａｉｎＸｎ＋ｙｉ＝Ｘｉ…..……………….(2)

（ｉ＝１，２，………，、）

20）この調整作業については，例えば「50年連関表」４]～２ペ言ジを参照されたい。

－５１－
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となる。投入係数を一定不変と仮定し，最終需要（ｙｉ）を所与とすると,(2)式から,

Ｘｉ＝Ａｉ,ｙ，＋Ａｉ２ｙ２＋…………＋Ａｉｎｙｎ………………(3)

（ｉ＝１，２，．．．……，、）

が得られる。Aijは逆行列係数で，これは最終需要が各1単位ふえたときに，その直接間接

の波及の結果として，各部門の生産物がどれだけ増加するかを示すものとされる。従って(3)

式は，逆行列係数を介して，所与の最終需要鼠に対応する各産業部｢１１の産出量を求めるモデ

ル式となる。

逆行列係数を基にして，感応度係数，影響力係数，生産誘発係数，最終需要依存度が求め

られる。「感応度係数」は，逆行列係数表におけるある特定の産業部門の行和を，各産業部

門の行和の平均値で割ることによって求められる。すなわち，

ｚＡｉｊ

…係数-窯両
（ｴﾒ露鰯）

感応度係数は，各列部門の最終需要ｌ単位の増加によって，ある特定の行部門の産業がど

れ位の反応を示すのかを表わすとされる。

「影響力係数」は，感応度係数とは反対に，ある特定の産業部門の列和を､各産業部門の

列和の平均値で割ることによって求められる。すなわち，

写Aij
影響力係数

片押A､
影響力係数は，ある特定の列部門の産業に対する単位当りの需要の増加が，行部門の全産

業にどれ位の影響を与えるのかを表わすとされる。

先に述べたように，最終需要額を所与とした場合に逆行列係数と最終需要の各項目とを乗

ずると，最終需要項目別生産誘発額が算出される。この最終項目別生産誘発額をそれぞれに

対応する最終需要項目の合計額で割ったものが，その最終需要の「生産誘発係数」である。

生産誘発係数は，項目別最終需要額が｜単位増加した場合に，それが各産業の生産をどれ位

誘発するかを表わすとされる。

「最終需要依存度」は，ある産業の最終需要項目別生産誘発額を，その産業の生産誘発額

の総計で割ることによって得られる。最終需要依存度は，各産業の生産がどの項目の最終需

要にどれ位誘発されるのか，あるいはどれ位依存するのかを表わすとされる。

さて，先に示した(3)式が．最終需要の増加に対応する各産業の生産量の増加を求めるモデ

－５２－



ル式である。このモデル式の表示を簡略化すると，

Ｘ＝（’一Ａ）－１Ｙ……･……･………………･……(4)

ただし，Ｘ：生産量，Ｙ：最終需要，Ｉ：単位行列，

Ａ：役人係数行列，（１－Ａ)-’：逆行列係数行列

となる。

以上が，最終需要の生産波及効果を求めるという連関分析の典型だが，連関分析は労働力，

価格の分析にも用いられている。

そこでまず，最終需要と各部門の雇用：鼠との関係を扱う労働力の連関分析の原理について，
２１）

簡単lと紹介する。

ある部門の労働投入量（Ｌ）を当該部門の牛産量（Ｘ）で割って得られるものが，その部

門の労働力役人係数（Ｌ'）とされる。これを(4)式の両辺に掛けると，

Ｌ＝Ｌ′（１－Ａ）-iＹ……･……･……･………(5)

が得られる。この(5)式のＬ'（１－Ａ）‐'が，労働誘発係数行列と称されるものである。この

列和が，各産業部門への生産１単位（100億円）の需要によって誘発される労働力を示す。

従って(5)式は，最終需要の増加によって各部門の雇用鼠がどれ位増加するかを求めるモデル

式とされている。

表－３

2'）労働力の連関分析については，「労働力の産業連関分析」，労働統計調査部，1965年３月；

「経済変動と就業構造｣，労働大臣官房システム分析室，１９７３年３１］；「労働力の産業連関分析」

労働統計調査月報，１Ｗ５年１月号；「労働力関係情報，労働力の産業連関分析」，労働大臣官房

統計情報部，昭和54年度，を参照。
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ところで，最終需要の生産，lid用への波及効果分析が連関表の行方向の需給バランスから

構築されたモデル式による分析であるのに対し，列方向の費用構成から構築されるものが価

格分析のモデル式である。その概要は次の通りである〔表－３〕。

まず，列方向のバランス式は，

ｘ１ｊ＋ｘ２ｊ＋…………＋ｘｎｊ＋Ｒｊ＝Ｘｊ..…………………･………(6)

（ｊ＝１，２，…………，、）
２２）

となる。ここで価格概念を導入すると，金額表示}と基づく役人係数を技術構造として固定的

にみることができるようになるので，(6)式から，

ａ１ｊＰ，＋ａ２ｊＰ２＋…………＋ａｎｊＰｎ＋Ｒｊ＝Ｐｊ…………………(7)

ただし，Ｐｊは各部門産出物の価格,（ｊ＝１，２，…………，、）

が得られる。先述の(2)式から(3)式への変形と同様に，(7)式は，

Ｐｊ－Ａ１ｊＲ］＋Ａ２ｊＲ２＋…………＋ＡｎｊＲｎ………………………(8)

（ｊ＝１，２，…………，、）

に変形できる。ただし，(8)式の逆行列係数は，(3)式の逆行列係数の転置行列である。(8)式は，

付加価値の変動による各産業部門の生産物価格の変化を求める価格分析の基礎となる。

これまで述べて来たように，連関分析においては，逆行列係数を基にして得られた各係数

の比較によって諸産業の生産水準，－国内での位置，相互関係が論じられ，また最終需要と

生産，雇用との関係が論じられるのであるが，これは「構造分析」といわれている。連関分

析はついで，経済の予測や計画の作成のために，及び特定の政策による波及効果の推定のた
２３）

めにも利用されている。特定の政策による諸産業への波及効果のin'|定は，モデル式の政策変

数である最終需要の特定項目に，具体的な値を与え，その結果を算出するという形で行なわ

れている。Ｌで述べた公共投資の波及効果の測定は，連関分析のこのような利用形態のひ

とつである。

他方，計画等作成の例としては，日本の「中期経済計画」以降の「計画」における利用が

22）この場合の価格とは，次のようにして擬制的に考えられたものである。

例えば単価２円の生産物が100個売られた場合，その生産物の販売価格は，

２（円）×１００（個）＝２００（円）

となるが，連関論では１円で購入できる仮想的な数量を新たな数量単位とするために，

１（円）ｘ２００（個）＝２００（円）

と考えることになっている。（宮沢，前掲書，９９～１００ページ）

23）連関分析利用の実例については,次を参照｡金子敬生・吉田稔編箸,「日本の産業連関｣,春秋社，

1969・金子敬生,「産業連関の理論と適用」，日本評論社，1971．「50年連関表｣，254～５ページ｢，
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ある。この場合，最終需要が計量経済モデルによって推定され，これと連動する形で連関分

析が利用されている点についてはＬで述べた。その際，将来経済の予測にとって，連関分析

の要のひとつである役人係数一定の仮定が問題となるため，役人係数を予測年次まで修正す
２４）

ること力f試みられている。

以上に述べて来たところからも明らかなように，投入係数の安定を前提としていること及

び最終需要を連関分析の外部で独立に推計すること，そして最終需要からの波及過程に中断

や遅れがないものと想定されていること，これらの点に連関分析の要諦がある。それ故．連
２５）

関分析についてのこれまでの批半Ｉも，これらの点に主として向けられて来た。

ある産業が生産のために必要とする各産業からの中間生産物の購入量を一定とすること，

すなわち投入係数が一定であることを仮定するには，各産業の生産技術に変化，代替のない

ことが前提とされねばならない。だが現実の資本主義経済にあっては，私企業の絶えざる利

潤の追求が生産技術の変化，発達をもたらすので，役人係数は変化する｡また投入係数(aij）

はxij／Ｘｊで求められるが，ｘｉｊ及びＸｊは実際には価額で表示される。そのため，投入係

数は需給不均衡による価格変動の影響を受け，変化する。そしてまた，「経常投入における

固定費用部分」（工場の照明のための電力，室内暖房のための燃料等)は，当該産業の産出量
創ﾗ）

の変動から独立している部分として．投入係数(こは含まれない。

次に，最終需要が連関分析では所与とされ，連関論の範囲外の方法で推定されねばならな

24）役人係数の修正方法には，ＲＡＳ法，平均哨加倍率法，ラングランジュ未定係数法などがある。

これらについての説明は，金子敬生，「産業連関の理論と適用」，第６章。「ＲＡＳ法」を批判的

に検討したものとしては，岩崎俊夫，「産業連関分析と経済予測一ＲＡＳ方式による役人係数修

正の妥当性について－－｣，北大「経済学研究」第30巻第１号，1980.

25）連関分析についての日本における批判的研究としては，主として次のものがある。山田喜志夫，

前掲書，第10章。野澤正徳，「静学的産業連関論と再生産表式(1)(2)」，「経済論叢』第98巻第６

号，第99巻第４号，1966～67．同，「産業連関表｣，「経済統計」，有斐閣，1973．長屋政勝，

前掲「産業連関論」。岩崎俊夫，「産業連関論的経済分析の有効性について」，北大『経済学研究」

第29巻第３号，１９７９．

また，連関分析の利用が社会主義下では有効であるとする立場から，連関分析を検討したもの

としては，関恒義，「産業連関論批判」，「経済』1966年２月号；横倉弘行，「経済学と数量的

方法」，青木書店，1978,

26）長屋氏は，固定費用部分が「工業部門では経常的投入物の20～30妬を占める」としている｡(長

屋，同上論文，１６８ページ｡）また，同「産業連関表における役人係数についてＩ，『社会科学の

ための統計学」，評論社，１９６９，３４９ページも参照,，
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い。資本主義経済の下では，特に個人消費を推定することは困難な課題である。

最終需要の生産，雇用への波及効果の測定，という点についてはどうであろうか。まず雇

用への波及については，需要の増加に伴う生産の拡大が仮にあったとしても，そのことが直
２７）

ちに雇用のf曽大を誘発するとは限らない。現実には「合理化」という形で顧用が縮小するこ

ともあり得る。生産への波及という点では，現実の資本主義経済においては滞貨や隣路もあ

るので，これらの場合には，過剰在庫の処分や価格騰貴が生じることにもなる。従って，需

要があるからといって，それに対応する生産の増大がみられるとは必ずしもいえない。こう

したことが，波及効果の測定においては配慮されてはいない。

以上のことから，連関分析を現実の資本主義経済についての対象反映性という点からみる

と，限界のあることが明らかである。

Ⅲ批判的諸見解の検討

（１）連関論と一般均衡論

産業連関論への批判的諸見解における最も大きな相異のひとつは，連関論の理論的基礎に

関してである。レオンチェフ自身はもとより，多くの近代経済学者も連関論の理論的基礎を
２８）

一般均衡論に求めている。そして，このことは批判者01Ｉの文献からも知ることができる。

27）前掲「労働力関係情報労働力の産業連関分析」では次のように述べられている。「生産が２

倍になっても，生産規模を拡大したり，操業度を高めたりすれば，労働投入量が２倍になるとは

限らない」。（同書，１ページ６）

28）関恒義氏の論稿では，ドーフマン,サミュエルソソ,ソロー,チェネリー，クラーク，及び森嶋通夫氏ら

が，ワルラスー股均衡論を連関論の理論的基礎と評価していることが指摘されている。（関,｢産

業連関論の源泉と性格」，「経済研究」第14巻第1号，１９６３，９ページ,,）

またレオンチェフ自身は，「われわれはここでは，試みに経済的一般均衡理論を具体的な国民

経済の実証的な数量分析に適用することを基本的に扱ってみようとしている」と述べている。

（Ｗ、Leontief，ｏｐｃｉｔ.，ｐ、202．邦訳，前掲書，194ページ｡）

ただし近代経済学者自身，連関論と一般均衡論とを全く同等な理論体系とみなしているわけで

はない。これについては次のものを参照。小宮隆太郎・渡部経彦「投入産出モデルの理論と応用」

第Ⅱ節，前掲「経済学説全集」第14巻。宮沢健一「産業連関論の範囲と方法」５～７ページ,｢近

代経済学講座，計量分析編第３巻｣，有斐閣，1968・金子敬生・吉田稔編箸，前掲書，５１～２ペ

ージ。なお長屋氏は，連関論と一般均衡論との関係についての評価が近経内部で混乱しているこ

とを示唆されている。（長屋，前掲「産業連関論」180～３ページ）
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また批判側の論者自身も，若干のニュアンスの相違がみられるものの，連関論と＿般均衡
２９）．．．．

論との関係を指摘している｡例えば山田喜志夫氏は，「レオンチェフ体系は，その均衡論と
゛●●●・・・・．．，

しての基本'M曵格において，客観的にはやはりラルラスの一般均衡論の系譜上にあるものとい
３０）

わればならない｡」とする。野澤正徳氏も，ワノレラス均徽i理論と静学的産業連関論との差異

を二点指摘しつつも，両者が「諸産業および諸生産要素の全般的相互依存関係を規定する＿
３１）

般均衡理論としての基本的共通性をもち，同様Iと完全競争と静態的均衡状態を前提している｡」

とみる。連関分析は，一定期間における経済の均衡状態を想定して行なわれる。この点から，

連関論と￣般均衡論との関係をみてとることは一応可能といえる。

だが関恒義氏は，産業連関論が「ワルラス的一般均衡理論を計量可能なていどに単純化し
”）３３）

た理論である」という近代経済学者の評価が，「たぶん,と作為的」なものであると指摘した。

それは，連関論とワルラス体系との間に次のような相違点がみられることから説明される。

すなわち，（ｱ)連関論が「生産者や消費者の合理的行動にかんする特定の仮定を採用していな

い」こと，(ｲ）「したがっていわゆる極大原理とは無関係」なこと，(ｳ）「価格の自動調節機構

ないし同時的決定機構をもっていない」こと，に)「最終需要の分析は与えられず生産分析に
３３）

終始する」こと，（ｵ)「役人係数は＿定で各部Ｐ９間の代替は認められない」こと。氏は，こう

して一般均衡論が連関論の理論的基礎とはなっていないことを強調している。

ところで，連関論と一般均衡論との差異については，山田，野澤の両氏も指摘している。

すなわち第一に，「産業連関論においては，産出量決定と価格決定とが分離され，したがっ

て利潤率と効用の「極大化原理」が一切明示的にあらわされないこと」。第二に，連関論で
３４〕

は「各産業の生産物が他産業の生産に投入され，生産的,と消費されること」。しかしながら

両氏の場合には,連関論は一般均衡論と差異をもちつつも，基本的には一般均衡論の線上に

あるものと評価されている。ここには,連関論と一般均衡論との差異を積極的に強調する関

氏と，消極的に評価する山田，野澤両氏との見解の違いがみられる。

しかし,大きくは二つに分かれるこれらの見解には，次のような共通点が見出される。そ

れは，レオンチェフが『アメリカ経済の構造」を著わして以来，連関論が一般均衡論による

29）光谷一二三氏は，連関論と一般均衡論との関係をめぐる批判側からの評価に関して，山田喜志

夫，野澤正徳，長屋政勝，関恒義四氏による見解を紹介している。（光谷,前掲論文，293～４ページ）

30）山田，前掲書，297ページ。

31）野澤，前掲「静学的産業連関論と再生産表式(1)」，４６ページ。

32）関，前掲「産業連関論の源泉と性格Ｌ９ページ。

33）関，同上，１３ページ。

34）野澤，前掲論文,４６ページ。山田氏も同様のことを指摘している。（111田，前掲書，297ページ）
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影響を受けてきたことについて，批判側の各論者が認めているという点である。これについ

ては．連関論と一般均衡論との差異を積極的に強調するにせよ．消極的に評価するにせよ，

どの論者も近代経済学者によるレオンチェフ体系と一般均衡論との関係づけに依拠して検討

していることから指摘できる。従って，連関論と一般均衡論との関係を論ずるにあたっては，

近代経済学者によるこうした関係づけがどのようにして行なわれてきたのかを，歴史的背景

との関わりにおいて検討･することがひとつには必要であろう。

（２）連関論成立の経過

それでは，連関論はどのような歴史的経過をたどって成立してきたのであろうか。これに

ついての批判者側の見解をみてみよう。

まず関氏は，連関論の成立＝歴史的源泉が，「1923～２４年ソ連邦国民経済バランス」で

あると述べ，その主たる根拠を．バランス表と連関表との形式的類似と，レオンチェフの経
３５）

歴とに求めている｡そして1920年代のソ連邦のバランス論が，一方ではソ連国内}とおける

「数理形式主義的偏向」に対する批判と，当時のソ連の生産力水準の低さとのために発展す

ることができず，他方で1930年代以降の資本主義圏における「計画理論｣への数聰的手法の
３６）

下り用とあいまって，産業連関論として展開したとするのである。従って氏は．連関論が「レ

オンチェフの天才的創見とか創造」によるものではなく，「社会主義建設の初期における（
３７）

ランス論」にその理論的基礎をもつという。そして，このバランス論が資本主義圏}と移入さ

れるや，それは一般均衡論と結びつけられ，「形式的な一般均衡方程式体系として昇華し，
３８）

極端lと無内容ｲﾋ」されたという。

ところで長屋政勝氏は，「連関論がいかなる経過をたどって今日まで拡大再生産されてき
３９）

たか」を検討し，連関論の淵源が1930年代のドイツ軍事統市U経済下の国民経済バランスと，

ソ連邦の「1923～２４年国民経済バランス』とにあることを示している。そして，これらの

35）関，「産業連関論の源泉と性格」（以下，「源泉と性格」と略記）９～10ページ。ｌｉｌ「産業連関

論批判」（以下，「批判」と略記)，９０ページ,、

36）関，「源泉と性格j，１０～11ページ。同「批判｣，９１～２ページ．同「経済学と数学利用｣，

大月書店，1979,12】～２ページ。

37）関，「源泉と性格｣，１０ページ。

38）関，「批判｣，９３ページ。

39）長屋，「産業連関論｣，１６１ページ。連関論の成立過程については，同論文の172～３ページ

で述べられている，
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，１０）

バランス表を背景としてレオンチェフの連関論研究が行なわれ，４０年代に入り連関:命利用が

アメリカで普及し始めたとみる。

氏の指摘から知りうることは，資本主義圏で連関論の研究や利用が広まる以前に，－国経

済の再生産構造についてのバランス表示による試みが存在していたという点である。そして

少なくとも，ドイツやソ連邦でのこうした試みが，レオンチェフによる連関論の構想にとっ

ての契機のひとつになっていただろうという点である。しかし，長屋氏は関氏とは異なり，

連関論の理論的基礎をバランス論に求めてはいない。長屋氏は「連関論が現代経済学の諸流

派の中のどこに属するかというなら，それはやはりワルラスに端を発する一般均衡論の末商
４１）

のひとつということ|こなろう。」と述べている。氏は，連関論と一般均衡論とを全く同等な

ものとみてはいないが，連関論の理論的基礎に一般均衡論があることを示唆している。

以上，関．長屋二氏による連関論の成立経過に関する見解をみてきた。

関氏の見解では，資本主義圏での連関論の展開に際して，近代経済学者による一般均衡論

との関係づけがどうであったのかという点は，明らかにされているとはいい難い。この点は

ここでは措くとしても，氏が連関論の理論的基礎をバランス論に求め，一般均衡論が連関論

の理論的基礎を歪曲したのだと強調するのは，後にみるとおり，それが連関分析の経済学で

の有効性を積極的に論じる際の論拠となるからである。

一方長屋氏は，連関論がレオンチェフの独創によるものでなく，その歴史的淵源がドイツ

やソ連のバランス表示にあることを示唆しつつも，バランス表示とレオンチェフの展開した
４２）

連関論との間には断絶のあることを主張している。そして山田氏と同様Iこ，連関論の理論的

性格を均衡論的性格と規定している。関氏とは対照的なこうした見解が提示されるのも，実

は関氏と同様に，それが連関分析の有効性について論じる場合の最も根本的な論拠，ただし

この場合には，関氏とは反対に，有効'性を否定するための論拠として与えられるからである。

連関分析の有効性について評価する際に，両者それぞれの論拠はいかなる形で提示される

のであろうか。それを次にみてみよう。

40）レオンチェフ体系とソ連の国民経済バランスとの関係について，長屋氏は，「だが，ここで注

意しなければならぬのは，たしかに，レオンチェフがこのソ連邦の国民経済バランスから連関表

のひとつの示唆を得たとはいえ，その作成方法，原理は異なった観点からなっていることであるＪ

と述べている（長屋，同上，188ページ，注13）

41）長屋，同上，169～70ページ。

42）レオンチェフ体系とソ連の23／24年バランスとの間の断絶については，次の論文を参照．長屋，

「ソヴェト統計学における初期国民経済バランス作成の試み」，龍谷大「経済学論集」第８巻第

４号，1969,30～1ページ。
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（３）連関分析の利用について

経済分析における連関分析の有効性については，諸論者の間で異なった見解がみられる。

その有効性を否定する見解は，連関分析が現実の経済の運動を反映することのできない方

法論上の欠陥を有していること，とりわけ均衡論的性格に，その論拠を求めている。他方，

有効性を認める見解の場合には，均衡論的性格を克服し，再生産論に立脚することによって

連関分析の利用が可能であるとされ，また連関分析の利用は，社会主義下で必要なことが強

調されている。

そこでまず，有効性をもたないとする見解の方から少し詳しくみてみよう。
４３）

否定的見解の代表的な論者の－人は山田喜志夫氏である。氏|こよれば，連関分析の欠陥は

役人係数一定不変の仮定の非現実性，「物量均衡論的性格｣，「需要偏重的性格」の三点で

ある。これら三点は，連関分析が対象とする現実の資本主義経済の運動を無視していること

を示しており．従って連関分析は対象を反映するものとはなっていないとする。氏は，「数

量分析であれ価格分析であれ，いずれも資本主義経済の分析手法としては非現実的であって．

経済予測や計画における産業連関分析の手法の有効性に対しては。全く否定的評価を下さざ
４４）

るを得なU､」という。

こうした見解を一層強調するのは長屋政勝氏であり,｢連関論による計画化は資本主義の下
４５）

でのみならず，また社会主義Iとおいても不可能だとする評価が示されるべきである｡｣とする。

社会主義下で不可能だとする論拠は第一に，「最終需要つまり消費と蓄積の大ぃさを生産と
４５）

独立に推計することはいかなる生産様式においても不可能であろう」という点，第二Iと役人

係数一定不変の算定に関してで，「社会主義経済における技術進歩は資本主義のもとでのそ
４５）

れよりはるかに大きく，この点での変化要因は倍ｲﾋしている」のだから，係数一定の仮定が

社会主義下で許容されるとはいえないこと，に求められている。

近代経済学者が連関論と一般均衡論とを関係づけてきたことは先述した。それ故，連関論

の基礎に均衡論的思考方法が伏在していることは認められることである。投入係数を一定と

すること，波及過程に中断や遅れがないものとすること，また連関表の表示形式が需給の一

致を想定していることをみるなら，連関論は定常的均衡状態を前堤として成立していること

を認めることができよう。

現実の資本主義経済の下では，投入係数は，価格変動や，産業構造の変化に伴う技､術変化

のために，必ずしも安定したものとはいえない。また最終需要からの波及も，私企業の利潤

43）山田，前掲書，第10章。

44）山田，同上，３０６ページ。

45）長屋，前掲「産業連関論」，184ページ。
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増大を目的とする資本主義下では中断や遅れもみられるといえる。従って，投入係数一定や

波及の中断や遅れがないという仮定に依拠している連関分析は．現実の資本主義経済の運動

と矛盾とを反映する分析手法としては十分ではなく，限界があるといわざるをえない。

そして，資本主義経済の本質と矛盾には目をつぶり，資本主義下の経済計画化によって一

国経済の整合性を与えることが可能であるかのように，連関分析を利用することは誤りであ

る。この意味では，山田，長屋両氏による批判，連関分析の利用の有効性に対する否定的見

解は正しい。

しかし，連関分析が上に述べたような限界を有していることをもって，連関分析の有効性

を全面的に否定しさることができるのだろうか。

まず，社会主義下の計画化に連関分析を利用することを否定する長屋氏の見解から検討し
妬）

てみようⅡ氏は，最終需要の独立の推計-が不可能なことを，第一の論拠としている。たしか

に．連関分析では最終需要の推計はできない。最終需要を生産との関係において推計するこ

とは，連関分析以外の方法に依拠せざるをえない。だが，このことは連関分析の欠陥であろ

うか。むしろこの場合には，最終需要を所与とする条件の中で，連関分析の利用が果して経

済分析にとって一定の意義を有するのかという視点からの検討が必要であろう。所与の最終

需要そのものの値の推計が生産と独立にはなしえないことをもって，連関分析の利用を否定

することは短絡ではないだろうか。

また氏は，役人係数一定の仮定が，社会主義下の技術進歩のために保障されえないことを

第二の論拠とする。もちろん，生産技術が変化，発達すれば投入係数も変化するには違いな

い。しかし，社会主義下では，各産業部門の生産量を調整することが，経済の円滑な循環と

国民生活の維持と向上のために必要であり，またこのことが実現されねばならない。そして，

生産愚の調整のためには生産技術の動向が把握される必要があり，それは社会主義経済にお

いては本来可能なことであろう。それ故，一定期間における投入係数を規定して連関分析を

行なうことは可能だといえよう。

以上のことからみて，長屋氏の示した二つの論拠は，社会主義下での連関分析の利用の有

効性を否定するものとしては，なお十分とはいえないのではないだろうか。

ところで，数理的手法には必ず一定の仮定や条件が付されるのであり，それ故に数理的手

法利用の限界を確定することが必要となる。このような仮定や条件を無視して数理的手法の

無原則的利用が行なわれたり，手法の利用によって得られた結果を，対象を全面的に映し出

46）山田喜志夫氏とも，経済計画の要である固定資本の投資配分計画（固定資本の投資は連関表の

最終需要項目のひとつである）が，「産業連関分析の対象外となり前提となる」点を指摘してい

る。（山田，前掲書，306ページ）
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すものとして評価したりするなら，それは数理的手法の乱用以外の何ものでもない。そのよ

うな手法の利用には有効性が認められないことが，徹底的に批判されねばならない。

後の(4)で詳述するが，経済研究における数理的手法利用の意義を確定するための要件は，

経済学の研究対象である社会現象について特定の質的規定性の抽象を保障する範囲で，質的

規定性に無関与な量的規定性の抽象を，各々の数理的手法が行ないうるかどうかということ

にある。数理的手法に付される仮定や条件は，数理的手法に対象反映性という点での限界を

与える。このような限界をもつ数理的手法が経済の分析に利用される際に．上述の要件を充

たしているのかどうかという視点から，手法の有効性は検討されねばならない。

以上のことは，連関分析の利用の場合にももちろんあてはまる。連関分析も，役人係数一

定や，波及過程の中断や遅れの捨象という前提条件をもっている。そしてこのことが，連関

分析利用上の限界を示している。山田，長屋両氏が指摘している「均衡論的'性格」とは，ま

さにこのような限界のことであると私にはとらえられるのである。だが両氏は，連関分析の

限界を指摘することを通して．その利用上の有効性を全面的に否定している．

両氏による連関分析の問題点についての指摘は，それが手法上の限界を示しているという

点では正しい。しかし，手法上の限界についての指摘から直ちに手法の有効性を否定する場

合には，限界が欠陥という意味と同義になっていると私には解せられるのである。限界が欠

陥として認められるのは，連関分析をその仮定や条件を無視して利用したり，利用によって

得られた結果を無条件に評価する場合である。そしてまた，限界が欠陥として評価されるの

は，連関分析の利用が経済研究にとって全く意義をもたない場合である。

また，連関分析がその「均衡論的性格」のために対象を全面的に反映しえないから．それ

を利用することはできないとするのは，連関分析に経済学と同次元の課題を要求されること

によるものと私には解せられる。連関分析は，前述のような仮定や条件に立脚する以上，た

しかに現実の資本主義経済を全面的に映し出すことができないという限界を有している。だ

が，社会現象という研究対象を全面的に映し出すという役割は，経済学や他の社会諸科学が

担うべきことである。連関分析の有効性は経済学や他の社会諸科学が対象を分析する際に，

それを補佐する役割を担うに足るだけの意義をもつかどうかという点から評価されるべきで

ある。この点からみると，連関分析に対して，対象についての全面的反映性を要求するとい

う課題設定自体に問題があるのではないだろうか。

次に，連関分析の利用の有効性を主張する関恒義氏の見解をみてみよう。

氏は「産業連関論が現状分析としてそのもてる偉力を発揮するためには，何よりも均衡論
４７）

的性格を克服し，それｶﾕら解放されることが肝要」だとする。ただしそれだけでは不十分で，

47）関，「源泉と性格」，１４ページ。

－６２－



さらに「産業連関論のもつ技術主義的偏向という欠陥を再生産論の立場から克服し，発展さ

せていくことが重要なのであって，このことは何よりも産業連関論の母体であるバランス論
４８）

によってはﾒﾆされなければならないこと」であるという。この見解は，先述した関氏による

連関論と一般均衡論との関係，及び連関論の歴史的源泉についての理解から導かれたもので

ある。

ここで関氏のいう「技術主義的偏向という欠陥」とは，連関論が生産関係を反映しないこ
‘１９）

と,特に，役人係数一定の仮定をもつこと，さら}といえば，「均衡論的性格」をもつことで

あると解せられる。

この「技術主義的偏向」＝「均衡論的性格」を克服するために再生産論に立脚するとは，

氏によれば，「生産関係の性格と不可分に結びつく再生産過程の基本的な量的関係を表示し
５０）

ている」マノレクスの再生産表式をとおして産業連関分析を基礎づけることである。

現在の日本で,もし我々が連関分析を行なうとすれば，その出発点の資料としては，政府

が作成している連関表しか存在しない｡とすれば,関氏のいうように再生産表式に基づいて

連関分析を行なうためには，再生産表式の表示形式にならって連関表を組み替えることが必

要となる。氏の見解に沿えば，この組替えによって再生産過程を質的側面と不可分な形で表

示できれば，連関分析の科学性が保障されるわけである。

しかし，このような連関表の組替えが，資本主義経済下で果して十分可能だろうか。

関氏は，連関表作成上の「作業そのものを制約する政治的制度的諸要因，基礎的統計資料

の不備,ないしは信頼度のうすいこと，作業の一貫性が期待できないこと，価格次元の複雑

なこと，差別価格の問題，さらには概念そのものの混乱など｣，「あまりにも多くの困難」が
５１）

あることを}旨摘している。

48）関，「批判」，９４ページ。

49）関，同上８９～90ページ。この他に，氏によって指摘されている連関論の欠陥とは次の点であ

る。｜ｱ）「労働投下の問題がまったく無視されている」，(ｲ）「所得分析がまったくなされていな

い｣，（ウ1「最終生産物とくに蓄積の分析がまったくなされていない｣，（エ)｢販売と購入の関係をた

んに一面的に投入という形で結びつけてしまう」，（ｵ)「在庫の問題をまったく考慮しない｣。（関，

同上，８９ページ）

50）関，「経済学と数学利用」，126ページ。

なお，野澤,E徳氏は「再生産表式の風体化のためには………多部門分割と２部門分漕'1を一般と

特殊の関係に対立させるのでなく，あくまで２部門分割を基礎につらぬきつつそれぞれを多部門

化するという観点が必要であろう。」と述べている。（野澤，「静学的産業連関論と再生産表式

(2)」，４８ページ）

51）関，「源泉と性格｣，１４ページ。
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「資本主義の条件のもとでは，統計資料や生産の体制が産業連関表を作成するのに都合の
５２）

よい状態にない」わけである。連関表の概念の混乱は，再生産表式lと立脚する組替えによっ

てある程度克服可能かもしれないが，統計数値自体の正確性の欠如は作成主体である政府の

統計活動に依存することだから，これは現在の段階ではまさしく解決が「困難」な問題であ

る。従って，連関表の組替えによる表示も，現段階では不十分なものとならざるをえない。

それ故，不十分な表示から出発するであろう連関分析の科学Wkも，十分に保障されるとはい

えないことになる。

だから氏は，「社会の構造とくに生産関係が計画的見地から制禦できるほどに十分に合理
５３）

化されて」いることが，連関論のｆ'1用を可能にするための前提条件であるといわざるをえな

い。そして連関論の利用は，社会主義体制の下で必要であるとする。

だが，氏は他方で次のように述べられている。

連関論は「再生産論のまさに資本主義経済における具体的な展開として労働価値論}こよっ
sい

て基礎づけられなければならないだろう」。これは，再生産論に立脚することIとよって，連

関論が資本主義下でも利用可能であり有効であると，氏が述べていることを示している。と

ころが前述のように，再生産表式に基づく連関表の組替え表示は実際には不十分なものとな

らざるをえない。その上，氏のいう再生産論に立脚することの内容をみると，連関分析の手

法にみられる仮定や条件については何も述べてはいないし，変更があるわけでもない｢，この
の●

連関分析に付随する仮定や条件について，氏は「技術主義的偏向という欠陥(傍点一引用者)」

とみなしているのだから，資本主義下での連関論利用の有効,性は存在しないことになりはし

まいか。「再生産論のまさに資本主義経済における具体的な展開」という主張は，氏自身の

論理によって否定されることにならないだろうか。

氏の論理には二つの問題点があると私にはとらえられる。まず第一に，連関分析に付随す

る仮定や条件を欠陥として評価している点である。このような評価を下してしまえば，どの

ような社会体制の下でも，連関分析の利用は当初から否定される以外ないだろう。だが先に

山田．長屋両氏の見解を検討した際に述べたように，仮定や条件は，手法自体を評価する限

りでは，その手怯の限界を示しているにすぎない。それが欠陥とみなされるのは，手法を無

原則に利用し，その結果を無条件に評価する場合と，手法の利用とその結果が，経済の分析

にとって全く意義を有さない場合である。

関氏は社会主義下では連関論が利用可能であり，有効性があるとする。この場合，連関分

52）関，「批判｣，９７ページ。

53）関，「源泉と性格」，15ページ。

54）同上，１４～５ページ。
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●●●●●

折に付随する仮定や条件の下で，連関分析を利用することによって，経済のどのような分析

に対して一定の意義を与えうるのかが具体的に示される必要がある。連関分析の仮定や条件

を初めから欠陥として評価したのでは，この課題に応えることはできないだろう。

第二の問題点は，再生産表式に基づくことによって，連関分析に生産関係の把握を含ませ

ようとすることにある。連関表を再生産表式の表示形式に基づいて組替えることを通して，

--国の再生産構造についてのより詳細な分析を行なうことは，もちろん意義あることである。

しかし，連関分析の出発点に連関表の組替え表示や，あるいはバランス表示を位置づけたか

らといって，それで連関分析が生産関係の分析を行ないうるとするのは説得的ではあるまい．

役人係数一定や，波及過程の中断や遅れを捨象するという仮定や条件に基づく連関分析が，

ある程度解明しうるのは，少なくとも生産技術的連関についてなのであり，それについても

完全に解明しうるわけではないだろう。それが，連関分析の有する一般的な限界であろう。

山田，長屋両氏の見解を検討する際にも触れたが，このような一般的な限界をもつ連関分

析に，生産関係の完全な分析．言い換えると，対象についての全面的な反映性をも要求する

ことには問題があるだろう。対象を全面的に映し出すという課題は，経済学や他の社会諸科

学が担うべきことである。

以上，山田，長屋両氏による連関分析の利用の有効性を否定する見解と，関氏による肯定

的見解とについて検討してきた。両者は有効性の有無をめぐっては二つに大きく分かれてい

るのだが，実はそれぞれの結論が提示される際の評価基準には非常に似かよった点が認めら

れる。

それはまず第一に，連関分析の仮定や条件を限界として認めるにとどまらず，それを欠陥

として評価していることである。第二は，連関分析が対象を全面的に反映しえないことを，

両者共に重視していることである。

否定的見解は，この二点を評価基準として，経済の分析にとって連関分析は意義，有効性

のないことを主張している。他方肯定的見解は，この評価基準からみて連関分析は現状のま

までは有効性をもちえないので，再生産表式に基づいて質的側面をも反映しうるように分析

を展開することで，連関分析の利用上の有効性が高まるとしている。

だが，評価の基準を両者のように設定すると，連関分析それ自体が一定の仮定や条件に基
●●●●●

づくものである}こせよ，それが経済のどのような分析に対して具体的にいかなる意義と限度

があるのかないのか，という形での論議が当初からとりあげられないことになる。だから必

要なことはまず，上述のような評価基準を変えることである。具体的な経済分析にとって連

関分析利用の意義が全く認められない場合に，限界は欠陥とみなされるべきである。そして，

連関分析は経済学に比べて，対象反映性という点では明らかに不十分である。もし連関分析
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が対象を全面的に反映するなら．具体的な経済の分析にとっての連関分析の意義と限度の確

定という作業は全く不要となってしまう。

従って，連関分析利用の有効性の検討は，まず第一に連関分析自体にどのような手法上の

特徴があり．仮定や条件を伴っているのかを明らかにすることである。第二は，連関分析を
●●●●●

どのような経済の分析のために利用しているのか，あるいは下１１用しようとしているのかを検

討することである。それにはまず，利用する主体が誰であるのかを明確にし，経済過程のど

の側面をどんな期間と場所において分析対象としているのか，という点を検討すること，そ

して特に，一体いかなる目的のために連関分析の利用が試みられているのかを明らかにする

ことが必要である。第三は，上述の点からみて，連関分析の仮定や条件を当該の分析．研究

が十分に限界として理解した上で行なわれているのかということと，仮にそうであったとし

ても，そこで用いられた連関分析によって得られた結果が，実際に果してどのような意義を

もっているのかを検討してみることが必要である。

少なくとも，このような手続をふまえた検討が，連関分析利用上の有効性の有無を明らか

にする際には，必要不可欠である。

ここでは上述の点を確認するにとどめ，次に経済研究に数学を利用する際に，不可欠な前

提条件について検討してみたい。この点は，数理的手法のひとつである連関分析を，経済分

析に利用することの意義と限度の確定をする際に，基礎として留意すべきことと考えられる

からである。

（４）経済学における数学利用

是永純弘氏は，産業連関分析の特徴について次のように述べている。連関分析は「経済過

程を必ずしも確率的世界とみなさない点では，マクロ・モデル分析の手法よりも現実適合的

な，そしてまたその研究の素材が国民経済の生産技術的連関を数量的に表示する集計量的統

計指標であるために，数学的整合性のみを追求するモデル分析とはことなり，現実反映的な
５５）

性格をもつ」。だが他方，連関分析の「本質はワノレラスらによって主張された一般均衡理論
５５）

の数値的実証の手法という方法体系以上のものではなく，独自の経済理論的内容をも/こない｣。

そして氏は，所与の最終需要からの波及過程が「再生産過程の現実」を反映することについ

ての「経済理論的な論証が与えられないかぎり」，連関分析を経済学において利用すること
５６）

ｶﾒ問題だとする。

ここで氏のいう「再生産過程の現実」とは，「国民経済の生産技術的連関」とこれを規定

55）是永純弘，「「政策科学」は可能か」，「現代と思想」第36号，1979,55ページ。

56）同上，６２ページ。
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５５）

する「生産関係，価値関係」のことである。この「生産関係」が連関分析で(ま捨象されてい

るので,連関分析は「再生産過程の現実」を反映しえず，それ故に波及効果の算定は「けっ
５７）

きよく「理論なき測定」以外の意味をもちえない」というのである。先述の,,｣,I，長屋両氏

と同様に，是永氏は連関分析が対象を全面的に反映しえないことを論拠として，連関分析の

経済研究への利用に対して否定的評価を下している。

そこでまず，こうした否定的評価を下す是永氏が，経済学への数学の利用に関していかな
５８）

る見解を示しているかをみよう。氏は数学の研究対象を「現実の１７物・過程の量的側面」で
５８）

あるとする。この場合の「量」とは，「「質』，とついて無関心なものとなった規定性」であ

り，従って数学は，「具体的諸対象の質的差異の捨象＝量的規定性の抽象のうえに成り立つ
５８）

独自のﾎﾞ斗学」であると規定される。

これに対して，経済学は「歴史的存在としての社会における人間関係（＝一定の生産様式
５９）

のもとでの生産諸関係)」を研究対象とする。換言すると，「社会現象ｶｺﾞ，物と物との関係
６０）

あるい'よ物と人との関係ではなく，人と人との関係すなわち社会関係として」経済学の研究

対象となる。社会現象は質的側面と量的側面との統一としてありこの社会現象の「特定の質

的規定性の抽象を重視し，それが保たれているかぎりでの量的規定性（大きさ，水準といつ
６１）

た定量）の抽象をおこなう」のが，社会科学（経済学），とおける抽象であると氏はいう。そ

して氏は,数学が社会科学（経済学）の研究方法に「主導され，これを補助し，社会的な諸
６２）

現象の量的側面をその質的側面との統一として研究するかぎりIとおいて」利用されるべきと

する。

数学が現象の質的規定性に対して無関与であるということは，質と量との統一としてある

社会現象を，数学が全面的には反映しえないことを意味している。それ故。質と量との統一

としてある社会現象を研究する経済学において，数学は無原則に利用されてはならない。だ

から,是永氏が経済学における数学利用の原則,前提条件を上のように規定するのは納得で

きる。

57）同上，５６ページ。

58）是水，「数学的方法の意義と限界｣，「講座マルクス主義哲学」第３巻，青木書店，１９６９，

２７９ページ。

５９）是永，「経済学における数学的方法の利用について｣，「思想」，岩波書店，1959年４月，５３

ページ。

60）是永，「数学的方法の意義と限界」Ⅲ２９２ページ。

61）同｣二，３００ページ。

62）同上，３１５ページ｡
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ところで氏は，「数学はあくまでも客観的実在の一定の側面を反映するという点では自然
６３）

および社会の諸科学と同一である」ことを｝旨摘している。私は，この「客観的実在の＿定の

側面を反映する」ということが,経済学において数学を利用することを可能にするのだと考

える。

従って，数学が映し出す現象の「＿定の側面」が，当該の経済分析にとって意義を有する

のかが検討されねばならない｡言い換えると，数学の取り扱う量的規定`性が当該の経済分析が

取り扱う質的規定性の抽象を保障する範囲での質的規定に無関与な量的規定性を，一定程度

充足しているのかが検討されねばならない。そして，数学は現象を全面的に反映しえないの

だから，当該の経済分析における数学利用の限界を確定することが必要である。経済学にお

ける数学利用の意義と限界は,基本的にはこのようにして検討・確定すべきであると私は考

える。これによって初めて，数学利用の可能性が現実に許されることにもなる。

このことを，産業連関分析に関わらせて考えてみよう。

くり返し述べてきたように，連関分析は投入係数の一定，波及過程の中断や遅れがないも

のという想定で行なわれる。この想定は，たしかに連関分析を経済の分析に利用する際の基

本的な限界となるだろう。だが連関分析が，「生産技術的連関」という形で一定程度「現実

反映的な性格」を有していることは，是永氏自身が指摘されているとおりである。これは，

連関分析が「客観的実在の一定の側面を反映」していることを示しているといえよう。とす

れば，連関分析を経済の分析に利用することは可能だといえるだろう。そして残された課題

は，経済のどのような分析にとって連関分析が意義をもち，また同時に限界がみられるのか

を，具体的に検討することであろう。

ここでももちろん，その利用上の意義と限界の確定は，連関分析が現象を全面的に反映し

えない性格をもつからこそ，必要なのである。「生産関係」の完全な解明を連関分析に求め

るならば，このような意義と限界の確定は不要となってしまう。

次に，連関分析の利用について肯定的評価を下す関氏が，経済学における数学利用に関し

てどのような見解を示しているかをみよう。
６４）

氏'とよれば，数学は「現象の質を捨象した抽象的な量だけを純粋にとりかい｣，「現象の特
６４）

定の質」についての解明は，数学以外の「それぞれの個月Ｉ科学」の課題である．そして経済
６４）

学への数学のｆ１Ｉ用については，「いかなる現象も量的側面をもつものである以上｣，当然許
６５）

容されるべきであるが，この場合の数学下り用は，現象の質的規定性との「有機的な関連」に

63）同上，

64）関，

65）同上，

２８０ページ。

｢計量経済学の基本的性格｣，「一橋論叢」第63巻第４号，1970,88ページ。

８９ページ。
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おいて量的規定性が考えられるという意味で行なわれるべきとされる。

氏は，経済研究にとって数学利用が不可欠な理由として「科学全体の水準が発展すればす

るほど，たんなる質はますます量的表現をとおして解明される必要性がたかまり，科学全体
６５）

がよりいっそう精密な思考を必要とするよう'こなる」ということを考えておられる。そして

この科学の発展は，「社会の構造とくに生産関係が計画的見地から制禦できるほどに十分に

合理化され整備されている」こと，「資本主義から社会主義への移行」を「決定的な前提」
６６）

とするとみている。

ところで先に述べたように，数学は現象の質的規定性に対して無関与な量的規定性を扱い，

経済学は社会現象の「質的規定’性の抽象を重視し，それが保たれているかぎりでの量的規定

性」を抽象する。経済学における数学利用は，この数学における抽象と経済学における抽象

との差異に留意して行なわれねばならない。つまり，質に無関与な量を扱う数学は，質を重

視する経済学の方法に導かれる中で利用されねばならない。関氏がめざすような，質と量と

の「有機的な連関」を配慮しての，経済研究への数学利用のためには，このことが前提条件

に据えられる必要がある。

また，「科学全体の水準が発展する」と数学利用の必要性が増大すると氏は考えているが，

少なくとも経済学での数学利用は，経済学の「水準が発展する」ことを理由に無条件に許さ

れるものではないだろう。経済学での数学利用は，種々の数学的方法が，経済研究のどんな

目的と対象にとって意義と限界をもっているかを明らかにした上で行なわれるべきである。

このような意義と限界の確定によって，数学利用の有効性は保障され，「現象の質的規定が
６５）

量的規定をとおしてより精密'となり，より明確になる」ということができよう。

Ⅳおわりに

本稿は，連関論（表と分析）の一般的な特徴と問題点，限界に関して，予備的な考察を行

ない，次に連関分析の有効性をめぐって展開されて来た批判側の代表的な見解を検討してき

た。そして有効性を否定する論者にも肯定する論者にも，その評価基準には共通点がみられ

ること，同時にこれまでの評価基準は，経済研究に連関分析を利用することの意義と限度の

確定という課題に十分対応しえないことを指摘した。さらに，この課題を解決する上で，最

少限不可欠と考えられる基本的な評価基準を示した。

この評価基準によって，Ｉでふれた「公共投資論争」をふくむ産業連関分析の利用実態を

検討し，連関分析利用の意義と限度を具体的に確定することが次の課題である。

（法政大学大学院）

66）関，「源泉と性格」，１５ページ。
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